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令和 6年度 木更津市財政健全化審査意見 

木更津市経営健全化審査意見 

 

第 1  審査の種類 

令和 6年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査 

 

第 2  審査の対象 

1  令和 6 年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類 

2  令和 6 年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類 

 

第 3  審査の期間 

令和 7年 7月 14 日から令和 7年 8月 22 日まで 

 

第 4  審査の着眼点 

1  法令等に照らし、財政指標の算出過程に誤りがないか。 

2  法令等に基づく算出要素が、財政指標の計算に用いられているか。 

3  財政指標の算定の基礎となった書類等が、適正に作成されているか。 

4  財政指標の算定は、客観的事実に基づき公正な判断が行われているか。 

 

第 5  審査の実施内容 

   審査に当たっては、木更津市監査基準（令和 2 年 3 月 24 日監査委員告示第 1 号）

に準拠し、健全化判断比率及び資金不足比率が適正に算定されているか及び算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを検証するため、決算関係書

類その他の帳簿及び算定根拠資料との照合を行うほか、関係職員から説明を聴取する

などの方法により審査を実施した。 
 

第 6  審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となった

事項を記載した書類は、いずれも関係法令等に準拠して作成されており、計数は関係

書類、諸帳簿と符合し、適正であると認められた。 

なお、審査の概要と意見は次に述べるとおりである。 
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令和 6年度木更津市財政健全化審査意見 

 

１ 審査の概要 

  令和 6年度決算に基づく健全化判断比率は、次表のとおりである。 

健全化判断比率 令和 6年度 早期健全化基準 備考 

ア 実質赤字比率 ― 11.83％ 5.37％の黒字 

イ 連結実質赤字比率 ― 16.83％ 6.13％の黒字 

ウ 実質公債費比率 3.9％ 25.0 ％  

エ 将来負担比率 ― 350.0 ％  

※令和 6 年度の実質赤字比率及び連結実質赤字比率が「－」となっているのは、本

市のすべての会計が黒字であり、算定の基礎となる赤字額がないことを表す。 

 また、将来負担比率が「－」となっているのは、令和 6 年度決算において、将来負

担額に充当可能な財源額が、将来負担額を上回っていることによるものである。 

※地方公共団体は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担

比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、財政健全化計画を定めなけ

ればならない（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 4 条第 1 項）。 

また、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが財政再生 

基準以上である場合には、財政再生計画を定めなければならない（同法第 8 条第 1

項）。 

 

２ 審査意見 

 ア 実質赤字比率について 

当年度の実質収支が黒字であるので、実質赤字比率はない。 

イ 連結実質赤字比率について 

当年度の各会計の実質収支の合算が黒字であるので、連結実質赤字比率はない。 

ウ 実質公債費比率について 

当年度の実質公債費比率は、早期健全化基準と比較すると、これを下回ってい

て、前年度と比べると 0.5 ポイント減少し、改善している。 

エ 将来負担比率について 

当年度の将来負担比率は、将来負担額に充当可能な財源額が、将来負担額を上

回っているので、将来負担比率はない。これは令和 6年度地方債発行額を元金償

還額が上回ったことにより、地方債の現在高減少及び一般会計等以外の特別会計

に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入れ見込額が減少した

ことが主因である。 
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令和 6年度木更津市公設地方卸売市場特別会計経営健全化審査意見 

 

１ 審査の概要 

  令和 6年度木更津市公設地方卸売市場特別会計決算に基づく資金不足比率は、次表 

のとおりである。 

比率名 令和 6年度 経営健全化基準 備考 

資金不足比率 ― 20.0％  

      ※「－」は、資金不足が生じていないことを表す。 

   ※地方公共団体は、公営企業の資金不足比率が経営健全化基準以上である場合に 

は、経営健全化計画を定めなければならない。（地方公共団体の財政の健全化に 

関する法律第 23条第 1項） 

 

２ 審査意見 

当年度は資金不足額が生じていないので、資金不足比率はない。 
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令和 6年度木更津市下水道事業会計経営健全化審査意見 

 

１ 審査の概要 

  令和 6年度木更津市下水道事業会計決算に基づく資金不足比率は、次表のとおりで

ある。 

比率名 令和 6年度 経営健全化基準 備考 

資金不足比率 ― 20.0％  

※「－」は、資金不足が生じていないことを表す。 

※地方公共団体は、公営企業の資金不足比率が経営健全化基準以上である場合 

には、経営健全化計画を定めなければならない。（地方公共団体の財政の健全化

に関する法律第 23 条第 1項） 

 

２ 審査意見 

当年度は資金不足額が生じていないので、資金不足比率はない。 

 



参考資料 

5 

比率の推移

令和6年度 令和5年度 令和4年度 令和3年度

― ― ― ―

※5.37％の黒字 ※6.69％の黒字 ※5.70％の黒字 ※5.75％の黒字

〔11.83％〕 〔11.87％〕 〔11.91％〕 〔11.88％〕

― ― ― ―

※6.13％の黒字 ※8.03％の黒字 ※7.85％の黒字 ※7.30％の黒字

〔16.83％〕 〔16.87％〕 〔16.91％〕 〔16.88％〕

ウ 実質公債費比率 3.9% 4.4% 4.3% 3.8%

〔25.0％〕 〔25.0％〕 〔25.0％〕 〔25.0％〕

エ 将来負担比率 ― ― ― 0.3％

〔350.0％〕 〔350.0％〕 〔350.0％〕 〔350.0％〕

― ― ― ―

〔20.0％〕 〔20.0％〕 〔20.0％〕 〔20.0％〕

歳入総額 115,309千円 100,696千円 95,417千円 73,468千円

歳出総額 95,215千円 100,696千円 92,876千円 73,468千円

― ― ― ―

〔20.0％〕 〔20.0％〕 〔20.0％〕 〔20.0％〕

歳入総額 ― ― ― ―

歳出総額 ― ― ― ―

下水道事業

資
金
不
足
比
率

区分

〔経営健全化基準〕

公設地方卸売市場

ア 実質赤字比率

〔早期健全化基準〕

〔早期健全化基準〕

イ 連結実質赤字比率

〔早期健全化基準〕

〔早期健全化基準〕

健
全
化
判
断
比
率

〔経営健全化基準〕

※実質黒字比率 

※令和 2年度から下水道事業は地方公営企業会計に移行した 

下水道事業会計資金不足比率

令和6年度

A 資金の不足額（ア＋イ）－（ウ＋エ） △ 68,883,236

ア　流動負債　①－②－③－④ 530,313,099

①流動負債 1,934,727,174

②控除企業債等 1,404,414,075

③控除未払金等

④控除額

イ　算入地方債の現在高

ウ　流動資産　⑤－⑥－⑦ 599,196,335

⑤流動資産 599,196,335

⑥控除財源

⑦控除額

エ　解消可能資金不足額

1,508,620,314

オ　営業収益の額 1,515,365,200

カ　受託工事収益の額 6,744,886

△ 4.6

区分

  資金不足比率　A/B×100

B 事業の規模（オーカ）
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用語の解説 

早期健全化基準 

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、

自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値である。 

 

経営健全化基準 

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、

資金不足比率について定められた数値である。 

 

実質赤字比率 

一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すもので、標準財政規模に

対する歳入総額から歳出総額を差し引いた割合のことである。 

当年度においては、差し引き額は黒字となっており、当然に比率についても黒字であ

る。 

 

連結実質赤字比率 

全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地

方公共団体としての財政運営の深刻度を示すもので、一般会計、特別会計及び公営企業

会計など全会計を対象とした赤字額もしくは資金不足額の合計額を標準財政規模で除

した比率である。ただし、この指標の算定には、一部事務組合及び第三セクター等は含

まれない。 

当年度においては、赤字の会計はなく差し引き合算額は黒字となっており、当然に比

率についても黒字である。 

 

実質公債費比率 

借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すも

ので、一般会計が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の支出額が標準財政規

模に占める割合である。 

当年度は 3.9％と前年度より 0.5 ポイント低く（良く）なっている。 

なお、令和 5年度の千葉市を除く県下 36市の平均は 6.0％で、4.4％であった本市は、

比率の低い方（良い方）から数えて 14 位であった。 

 

将来負担比率 

地方公共団体の一般会計の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点

での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもので、

一般会計の地方債の現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、特別会計の公営企業債

等への一般会計からの繰入見込額、一部事務組合等への負担見込額、退職手当の負担見

込額、第三セクター等の負債額等の見込額及び組合等を含めた連結実質赤字見込額の合
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計から、市で設置している総基金額及び普通交付税の基準財政需要額算入見込額を控除

し、標準財政規模で除した比率である。 

当年度は将来負担額に充当可能な財源額が、将来負担額を上回っているので、将来負

担比率はない。 

 

資金不足比率 

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化

し、経営状況の深刻度を示すもので、資金の不足額は一般的には流動負債から流動資産

を差し引いたものであり（地方公営企業法適用企業）、あるいは実質赤字額の有無で示

されるものである（地方公営企業法非適用企業）。 

当年度においては、公設地方卸売市場特別会計及び下水道事業会計の 2事業とも資金

不足額は生じていない。 
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